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学校教育における「医療的ケア」の位置づけをめぐる意識調査
─ 非医療関係者である教員の現状把握と自己評価 ─

吉利　宗久

　本研究は，学校教育における「医療的ケア」の提供に関する教員の意識を分析し，今後の
インクルーシブ教育システムの構築に向けた課題を提起することを目的とした。小・中学校
および特別支援学校の教員（n = 183）に対する質問紙調査の結果，新たな動向や情報を把
握する機会が十分に確保されていなかった。また，児童生徒の疾病の多様化や医療的なニー
ズの高まりが感じられる一方で，医療的な配慮を要する児童生徒が通常の学校において学ぶ
ことや，自らの関与には必ずしも積極的ではなかった。「医療的ケア」に関する知識につい
ても多くが懐疑的な意見を示したが，必要とされる研修に対する姿勢は極めて意欲的であっ
た。全般的に，小・中学校教員は特別支援学校教員よりも大きな困難を感じており，通常の
学校における支援体制の整備が喫緊の課題となっている。「医療的ケア」を提供する上での
職種間での役割範囲を明確化し，学校内外における組織的な連携体制を強化すべきことを指
摘した。
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Ⅰ．問題と目的
　2006年12月，国際連合は障害者権利条約（第61
回総会）を採択し，その第24条「教育」ではすべ
ての教育段階におけるインクルーシブ教育システム
の構築が掲げられた。わが国でも，障害者基本法の
改正や障害者差別解消法の制定といった国内法の整
備が結実し，2014年１月に条約批准を迎えた。そ
の間，中央教育審議会（2012）は，日本型インクルー
シブ教育システムの具現化に向けた実践的課題の一
つとして学校と医療，保健，福祉といった関係機関
との適切な連携の必要性を指摘し，教員と看護師な
どの専門家が協働する「医療的ケア」の実施体制を
早急に整備すべきことを提言した。
　「医療的ケア」とは，法的な定義はみられないも
のの，治療行為としての医療行為とは区別して，た
んの吸引や経管栄養などの日常生活に必要な医療的
な生活援助行為を指す（北住，2015）。従来，たん
の吸引や経管栄養は「医行為」と位置づけられ，医
師や看護師などの資格を有さない教員が反復継続し
て行うことは法的に禁じられてきた。ただし，看護

師の常駐や必要な研修の受講等を条件に実質的違法
性阻却の考え方に基づき，特別支援学校における処
置が限定的に許容されてきた（平成16年10月20日
付け医政発第1020008号）。
　こうしたなか，介護保険法等の改正に伴い，特別
支援学校教員はもとより，一定の研修を受けた通常
の学校の教員についても「医療的ケア」を実施する
ことが制度上可能となった（平成23年12月20日付
け23文科初第1344号）。今後，この新制度への段階
的な移行とともに，既存の学校システムを再構築す
ることが要請される。実際，「医療的ケア」を要す
る児童生徒の教育の場は特別支援学校が主である一
方，通常の学校で学ぶ機会も拡大しつつある。文部
科学省（2015a）によれば，公立の小・中学校にお
いて「医療的ケア」を要する児童生徒は，2014年
度に976人（通常の学級376人 , 特別支援学級600人）
に上った。
　さらに「医療的ケア」に限らず，医療的な配慮を
視野に入れるのならば，その対象は大幅に拡大する
ことになる。日下ら（2014）が，厚生労働省の小児

岡山大学大学院教育学研究科　発達支援学系　700−8530　岡山市北区津島中３−１−１
Teachers’ Perspectives and Attitudes toward Medical Care Delivery System in School
Munehisa YOSHITOSHI
Division of Developmental Studies and Support, Graduate School of Education, Okayama University, 3-1-1 Tsushima-
naka, Kita-ku, Okayama 700-8530



吉利　宗久

− 72 −

慢性特定疾患対策調査をもとに分析を行ったとこ
ろ，患児の約90％が通常の学校に在籍していた。
また局地的な調査（秋田県教育庁，2014）ではある
が，公立小・中学校の多数（286/348 校，82.2％）
に「慢性的な疾患で通院・投薬などの診療を継続的
に受けている児童生徒」が在籍する実態が明らかに
されている。
　すなわち，通常の学校においても，医療と連携し
た効果的な支援システムを確立することが不可避の
課題となり，究極的には慢性疾患患児等を含めた対
応の仕組みをいっそう整備することが求められる。
これまでも，「医療的ケア」の提供について，特別
支援学校に勤務する看護師の立場からの検討（例，
泊ら，2012；鈴木ら，2014；松澤・吽野，2014）が
多く報告されてきたが，学校教員の立場から現状と
課題を捉えた研究は散見される程度である。さらに，
通常の学校における教員の意識に焦点を当てた分析
は極めて少ない。本稿では，「医療的ケア」をめぐ
る学校全体での組織的な支援体制の構築に向けて，
通常の学校を含む学校教員の現状認識や問題意識の
一端を把握し，その傾向と今後の課題を明らかにし
たい。

Ⅱ．方法
１）調査の対象と時期
　特別支援教育の基礎理論に関する２つの講習会に
参加した教員（n = 225）を対象に質問紙調査を行っ
た（６県の教員を含む）。講習は，いずれも2015年
８月中旬に実施された。講習終了後，調査の趣旨と
参加の任意性について説明した上で，集合調査によ
る質問紙の配布と回収を行った。調査はすべて無記
名とし，質問紙の提出をもって同意が得られたもの
とした。その結果，205人（回収率，91.1％）から
回答を得た。ただし，サンプルの規模を考慮し，在
籍校が幼稚園（６人），高校（５人）および校種不
明（11人）の回答は分析から除外することとした（有
効回収率，81.3％）。分析の対象となる回答者（n = 
183）のプロフィールの概要は，表１のとおりである。
２）調査内容
　調査票は，①調査対象者の基本属性に続き，②新
たな動向の把握状況（２項目）および③リッカート
スケールを用いた調査項目（12項目）から構成した。
リッカートスケールによる12項目の内容には，先
行研究（榎本ら，2009；平賀，2006）を参考に「学
校をとりまく状況に関する現状認識」，「医療との関
係に関する意識」，「医療に関する専門性の自己評価」

（各４項目）の視点を設定した。なお，回答は「そ
う思わない」（評定１），「どちらかといえばそう思

わない」（評定２），「どちらともいえない」（評定３），
「どちらかといえばそう思う」（評定４），「そう思う」
（評定５）の５段階とした。
３）分析方法
　分析にあたっては，学校種別における専門性の観
点から，小・中学校教員と特別支援学校教員に大別
し，さらに特別支援学校については「医療的ケア」
の中心的役割を担ってきた肢体不自由，病弱の障害
種と，その他（知的障害，視覚障害，聴覚障害）の
障害種に区分した。なお，これらの３群の差を明ら
かにするため，単純集計とともに一元配置分散分析
および多重比較（TukeyのHSD法〔５％水準〕）を
行った。
４）用語の使用について
　学校における「医療的ケア」は，たんの吸引や経
管栄養と理解されることが一般的とされる（小室・
加藤，2008）。ただし，本調査では，それらの行為
を含みながらも，学校において提供される幅広いケ
アを想定するため，調査項目には「医療に関する配
慮」という用語を使用することとした。

Ⅲ．結果と考察
１）新たな動向の把握状況
　近年における新たな動向の把握状況を表２に示
す。まず，「日本が、2014年にインクルーシブ教育
を推進する国連『障害者権利条約』を批准したこと

表１．対象者の属性

性別

勤務校

年齢

教職経験年数

特別支援学校
免許保有

男性
女性
不明
小・中学校
特別支援学校
20 歳代
30 歳代
40 歳代
50 歳代
不明
10 年未満
11 ～ 20 年
21 ～ 30 年
31 年以上
不明
有
無

52（28.4％）
123（67.2％）

8（ 4.4％）
92（50.3％）
91（49.7％）
23（12.6％）
38（20.8％）
58（31.7％）
59（32.2％）
5（ 2.7％）

56（30.6％）
38（20.7％）
56（30.6％）
27（14.8％）
6（ 3.3％）

45（26.6％）
124（73.4％）

注）小・中学校には特別支援学級・通級担当44，養護教
諭４を含む。また，特別支援学校の内訳は，肢体不自由
24，病弱３，視覚１，知的50，聴覚４，不明９である。
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をご存じでしたか」（問１）に対して，全体の過半
数が情報を得ていなかった。とくに，小・中学校教
員の約７割が条約の批准を知らなかった。内閣府

（2007）が全国20歳以上の1,815人を調査した結果，
障害者権利条約の周知度（平成24年７・８月）に
ついて，「知らない」（81.5％）が前回調査（平成19
年２月，78.5％）と同様に，「知っている」（18.0％）
を大きく上回っていた。小・中学校教員においては，
社会一般の認識状況と大きな差がみられなかった。
　また，「文部科学省が2012年に『特別支援学校等
における医療的ケアの今後について』を通知し，一
定の研修を受けた介護職員等（特別支援学校および
小・中学校教員等を含む）が一定の条件のもとにた
んの吸引等の『医療的ケア』（口・鼻，気管カニュー
レ内喀痰吸引，胃ろう又は腸ろうによる経管栄養，
経鼻経管栄養）を実施することが制度上可能になっ
たことをご存じでしたか」（問２）に対して，特別
支援学校教員（肢・病）の全員が情報を得ていた一
方で，小・中学校教員の大多数は情報を得ていなかっ
た。丸山・高田（2010）は，小・中学校の養護教諭

（n = 150）を対象に，「医行為」の範囲をめぐって
発出された「医師法第17条，歯科医師法第17条及
び保健師助産師看護師法第31条の解釈について（通
知）」（平成17年７月26日付け医政発第0726005号）
の認知状況を調査しているが，通知から約３年が経
過しているにもかかわらず， 「知っている」 （14.7％） 
および 「ある程度知っている」 （17.3％） は少数であ
り，６割以上が内容についてはっきりとは理解して
いなかった。
　このように，小・中学校を中心に教員が必要な情
報を入手するための機会が限られている可能性があ
る。しかし，「医療的ケア」の提供に関する動向の
把握は，今後の障害者権利条約の実践化に向けた大
きな論点の一つともなる。文部科学省（2015b）に
よれば，全国の小・中学校において保護者が「医療
的ケア」を伴う付添いを行うケースが少なくとも
388件（2015年５月現在）みられ，その大部分（84％，
326件）は看護師が学校にいない又は常駐でないこ
とによるものであった。学校生活のなかで「医療的
ケア」の提供を受けるためには未だ保護者の負担が
大きく，それは権利条約の理念に合致するものでは
ない。清水（2014）は，全国の43都道府県におい
て通常の学校に医療的ケアを要する児童生徒が在籍
している状況を明らかにしているが，看護師の配置
は26都道府県にとどまっていた。通常の学校にお
いては，当面，看護師の配置による「医療的ケア」
の提供が目指されるものの，予算の制限や慢性的な
人材の不足等による配置上の制約も見込まれてい

る。こうした状況の早急な改善が見込めないとすれ
ば，教員の理解深化はいっそう重要になる。そして，
学校において医療的支援の中心的な役割を担うであ
ろう養護教諭でさえも，専門知識を得る機会が乏し
く，自主的な情報収集に依存している側面が明らか
にされている。たとえば，榎本ら（2009）は，公立
学校の養護教諭（n = 492）に対して疾患や看護に関
する専門知識の入手先を質問したところ，専門図書

（80.7％），インターネット（70.5％）が上位を占め，
医療機関（40.9％）や学校医（31.1％）は十分に活
用されていなかった。医療的ケアをめぐる動向や情
報を把握するための効果的な手だてを改めて検討し
ていくことは依然として重要な課題となっている。
２）学校をとりまく状況に関する現状認識
　学校をとりまく状況に関する認識は表３のとおり
である。「近年，児童生徒の疾病が多様化している」

（項目１）に対して，小・中学校教員および特別支
援学校教員の８割以上が肯定（評定４，５）しており，
全体的に高い平均値がみられた。また，「今後，通
常の学校においても『医療的ケア』（法的に許容さ
れた喀痰吸引，経管栄養）を提供する必要性が急速
に高まっていく」（項目２）には，いずれの学校種
も半数程度が肯定し，否定（評定１，２）はごく少
数であった。なかでも，特別支援学校教員（肢・病）
の平均値は他の群よりもやや高い水準にあった。そ
して，「医療に関する配慮を要する児童生徒のため
の情報は，校内で十分に共有されている」（項目５）
への肯定が特別支援学校教員（肢・病）を中心に過
半数を占めており，校内における情報共有システム
が一定の機能を果たしているとの意見が多かった。
しかし，「医療に関する配慮を要する児童生徒を支
援する上での，教員の役割が曖昧である」（項目６）
に対しては全体の半数程度が肯定しており，教員の
役割範囲に対する戸惑いも少なくなかった。これら
４項目には，分散分析による有意差はみられなかっ
た。
　全体として，学校における疾病の多様化や医療的
ニーズの高まりが幅広く認識されており，校内の情
報共有はやや好意的に捉えられていた。ただし，先
行研究の知見と同様に，職種間の役割の明確化が課

表２．情報の把握状況
項目

学校種
問１ 問２

はい いいえ はい いいえ
小・中学校 27（29.3％） 65（70.7％） 24（26.1％） 68（73.9％）

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

22（40.0％）
11（42.3％）
7（77.8％）

33（60.0％）
15（57.7％）
 2（22.2％）

29（52.7％）
27（ 100％）
 3（33.3％）

26（47.3％）
 0（ 0.0％）
 6（66.7％）

小　計 40（44.4％） 50（55.6％） 59（64.8％） 32（35.2％）
合　計 67（36.8％）115（63.2％） 83（45.4％）100（54.6％）



吉利　宗久

− 74 −

題となっていた。泊ら（2012）は，特別支援学校に
勤務する看護師（n = 64）に対する質問紙調査から，
学校における医療的ケアの提供チームの一員として
看護師が関与する条件として，職種間での異なる視
点の尊重，共通認識に基づく連携協働と並んで，教
育の場における看護師の役割の明確化を挙げた。ま
た，立松・市江（2013）は特別支援学校における教
諭，養護教諭，看護師（n = 42）を対象に質問紙調
査を実施した結果，それぞれの関与範囲と役割の不
明確さを問題視し，看護師が医療的ケア実施におけ
る教諭の指導・管理的役割を果たすことに期待を示
している。鈴木ら（2014）によれば，果たすべき役
割意識の葛藤が勤務意欲に影響しているとも考えら
れおり，それぞれの役割を明確化することで相互に
自立した役割を遂行することが可能になる。そして，

役割遂行が主体的に進められることにより，高い専
門性に基づく安全で確実なシステム構築が可能にな
るという。本調査の結果のみでは，教員が果たすべ
き役割範囲を特定するための具体的な提案には至ら
ないものの，先駆的な事例を参考にしつつ，今後も
検討を進めるべき課題と位置づけることができる。
３）医療との関係に関する意識
　教員の医療との関係に関する意識は表４のとおり
である。「医療に関する配慮を要する児童生徒に積
極的にかかわりたい」（項目３）に対して，全体的
な平均値はやや低い水準にあり，肯定的な意見は少
数であった。とくに，双方の学校種ともに過半数が
明確な判断を示さなかった。「医療に関する配慮を
要する児童生徒は，原則的に通常の学校において学
ぶべきである」（項目４）についても，学校種にか

表３．現状認識の状況
項　目

学校種
１ ２

否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差 否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差
小・中学校 1（ 1.1％） 13（14.1％） 78（84.8％） 4.36 92 .76 5（ 5.5％） 34（37.0％） 53（57.6％） 3.68 92 .89

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

1（ 1.8％）
1（ 3.7％）
0（ 0.0％）

7（12.7％）
6（22.2％）
1（12.5％）

47（85.5％）
20（74.1％）
7（87.5％）

4.35
4.15
4.50

55
27
8

.78

.91

.76

3（ 5.5％）
2（ 7.4％）
0（ 0.0％）

21（38.2％）
5（18.5％）
2（25.0％）

31（56.4％）
20（74.1％）
6（75.0％）

3.73
4.07
4.00

55
27
8

.87

.96

.76
小　計 2（ 2.2％） 14（15.6％） 74（82.2％） 4.30 90 .81 5（ 5.6％） 28（31.1％） 57（63.3％） 3.86 90 .89

合　計 3（ 1.6％） 27（14.8％）152（83.5％） 4.33 182 .79 10（ 5.5％） 62（34.1％）110（60.4％） 3.77 182 .89

項　目
学校種

５ ６
否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差 否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差

小・中学校 17（18.5％） 15（16.3％） 60（65.2％） 3.53 92 1.13 20（22.0％） 20（22.0％） 51（56.0％） 3.49 91 1.18

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

12（21.8％）
3（11.1％）
4（44.4％）

11（20.0％）
5（18.5％）
2（22.2％）

32（58.2％）
19（70.4％）
3（33.3％）

3.55
3.78
2.67

55
27
9

1.14
.89

1.50

13（23.6％）
5（18.5％）
2（22.2％）

15（27.3％）
6（22.2％）
2（22.2％）

27（49.1％）
16（59.3％）
5（55.6％）

3.25
3.59
3.44

55
27
9

1.11
1.12
1.01

小　計 19（20.9％） 18（19.8％） 54（59.3％） 3.53 91 1.14 20（22.2％） 23（25.3％） 48（52.7％） 3.37 91 1.10
合　計 36（19.7％） 33（18.0％）114（62.3％） 3.53 183 1.13 40（22.0％） 43（23.6％） 99（54.4％） 3.43 182 1.11

注）項目 1, 2 の特別支援学校および項目 6 の小・中学校に無回答 1

表４．意識の状況
項　目

学校種
３ ４

否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差 否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差
小・中学校 26（28.3％） 50（54.3％） 16（17.4％） 2.80 92 .97 23（25.0％） 53（57.6％） 16（17.4％） 2.91 92 .89

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

16（29.1％）
6（22.2％）
3（37.5％）

30（54.5％）
14（51.9％）
3（37.5％）

9（16.4％）
7（25.9％）
2（25.0％）

2.80
3.07
2.63

55
27
8

.99

.92
1.51

23（41.8％）
9（33.3％）
1（1.11％）

26（47.3％）
13（48.1％）
6（66.7％）

6（10.9％）
5（18.5％）
2（22.2％）

2.64
2.81
3.11

55
27
9

.75

.92

.60
小　計 25（27.8％） 47（52.2％） 18（20.0％） 2.87 90 1.02 33（36.3％） 45（49.5％） 13（14.3％） 2.74 91 .80

合　計 51（27.9％） 97（53.3％） 34（18.7％） 2.84 182 .99 56（30.6％） 98（53.6％） 29（15.8％） 2.83 183 .85

項　目
学校種

７ 10
否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差 否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差

小・中学校 7（ 7.6％） 12（13.0％） 73（79.3％） 4.08 92 .93 21（23.1％） 39（42.9％） 31（34.1％） 3.14 91 1.12

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

3（ 5.5％）
1（ 3.7％）
1（11.1％）

5（ 9.1％） 
4（14.8％）
2（22.2％）

47（85.5％）
22（81.5％）
6（66.7％）

4.27
4.07
4.00

55
27
9

.91

.92
1.12

20（36.4％）
6（22.2％）
3（33.3％）

17（30.9％）
9（33.3％）
2（22.2％）

18（32.7％）
12（44.4％）
4（44.4％）

2.91
3.30
3.33

55
27
9

1.28
1.14
1.50

小　計 5（ 5.5％） 11（12.1％） 75（82.4％） 4.19 91 .93 29（31.9％） 28（30.8％） 34（37.4％） 3.07 91 1.26
合　計 12（ 6.5％） 23（12.6％）148（80.9％） 4.13 183 .93 50（27.5％） 67（36.8％） 65（35.7％） 3.10 182 1.19

 注）項目 3 の特別支援学校および項目 10 の小・中学校に無回答 1



学校教育における「医療的ケア」の位置づけをめぐる意識調査

− 75 −

かわらず約半数が中間的な回答を示し，小・中学校
の約４人に１人，特別支援学校の約３人に１人が否
定的な意見であった。「教員は，医療専門職ではな
いため，医療に関する支援を実施すべきでない」（項
目10）に関しても，学校種間の特徴はみられず，
肯定と否定の意見のばらつきが認められた。他方，

「児童生徒の学校生活に医療に関する配慮が必要で
あれば，積極的に研修を受けたい」（項目７）には，
学校種に共通して肯定の高い割合が認められた。こ
れらの４項目についても，群間の有意差はみられな
かった。
　全体的な傾向として，医療に関する配慮を要する
児童生徒を担当し，通常の学校において支援するこ
とには慎重な傾向がみられた。梶原ら（2013）は全
国の特別支援学校（n = 583）を調査し，医療的ケ
アの実施に不安を示した学校が380校（65.2％）に
上り，その背景には経験や研修の不足に加え，アク
シデントへの心配があることを明らかにしている。
また，福田ら（2007）は，養護教諭養成課程（n = 
44）および介護福祉学科（n = 70）の学生に対して
調査し，技術的な未熟さや経験不足に起因する不安
が医療的ケアの認識に影響する可能性を示唆してい
る。本調査の結果においても，先に述べた役割の曖
昧さ（項目６）も含め，医療的ケアのイメージが十
分でなく，判断を保留する回答が多数を占めたこと
を推察できる。一方で，研修に対する意識はかなり
高く，必要な場合には積極的に準備する積極的な姿
勢が示された。ただし，榎本ら（2009）の調査では，
医療的な配慮を進める上での困難として，研修会の
実施（66.1％）や医療関係者との情報交換（53.3％）
が高い割合で示されている。すなわち，研修の必要
性を認識しつつも，その機会は十分に保障されず，

方法も確立されていない。医療的ケアに関する講義
中心の研修内容に対する不満（小室・加藤，2008）や，
キャリアに応じたニーズの相違（山田ら，2015）も
指摘されており，研修運営上の課題も残されている。
こうした課題の軽減に向けて，教員養成段階から知
識や技能の獲得を図るプログラムが導入されつつあ
る（苅田ら，2015）。計画的で継続的な専門性の開
発をいっそう進めていくことが求められている。
４）医療に関する専門性の自己評価
　医療に関する専門性を自己評価した結果が表５で
ある。「学校の管理下における病状の急変に対応す
るため流れを理解している」（項目８）については，
小・中学校および特別支援学校の教員いずれも過半
数が肯定し，学校種別の全体的な平均値もほぼ同水
準であったが，特別支援学校（肢・病）はとくに高
い得点を示した。分散分析の結果，群間の有意差が
みられた（F （2, 171） = 4.52, p < .05）。多重比較を
行ったところ，特別支援学校教員（肢・病）が，小・
中学校教員よりも有意に高い得点を示した。また，

「学校で必要な医療に関する情報を収集するための
機会を確保できていない」（項目９）には，小・中
学校教員が特別支援学校教員よりも肯定の割合がや
や高かった。結果は，分散分析による有意差を示す
ものであったが（F （2, 171） = 4.01, p < .05），多重
比較による有意差は認められなかった。「医療に関
する配慮を要する児童生徒に対応する一定の知識
を有している」（項目11）では，小・中学校教員に
よる否定が過半数を占め，全体的にも低い得点水
準にあった。分散分析の結果，有意差が認められ
た（F （2, 171） = 4.07, p < .05）。多重比較によれば，
特別支援学校教員（肢・病）が小・中学校教員に比
べて有意に高い得点を示した。そして，「児童生徒

表５．自己評価の状況
項　目

学校種
８ ９

否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差 否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差
小・中学校 15（16.3％） 30（32.6％） 47（51.1％） 3.42 92 .93 17（18.5％） 35（38.0％） 40（43.5％） 3.47 92 1.09

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

12（21.8％）
2（ 7.4％）
3（33.3％）

6（10.9％）
3（11.1％）
3（33.3％）

37（67.3％）
22（81.5％）
3（33.3％）

3.53
4.07
2.89

55
27
9

1.09
1.00
1.05

21（38.2％）
9（33.3％）
2（22.2％）

13（23.6％）
13（48.1％）
4（44.4％）

21（38.2％）
5（18.5％）
3（33.3％）

3.04
2.93
3.22

55
27
9

1.20
.87
.97

小　計 17（18.7％） 12（13.2％） 62（68.1％） 3.63 91 1.10 32（35.2％） 30（33.0％） 29（31.9％） 3.02 91 1.09
合　計 32（17.5％） 42（23.0％）109（59.6％） 3.52 183 1.02 49（26.8％） 65（35.5％） 69（37.7％） 3.25 183 1.11

項　目
学校種

11 12
否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差 否定（1, 2） 中間（3） 肯定（4, 5） 平均値 度数 標準偏差

小・中学校 47（51.1％） 26（28.3％） 19（20.7％） 2.52 92 1.07 16（17.4％） 25（27.2％） 51（55.4％） 3.40 92 1.02

特
支
学
校

知・視・聴
肢・病

障害種不明

26（47.3％）
8（29.6％）
5（55.6％）

13（23.6％）
7（25.9％）
3（33.3％）

16（29.1％）
12（44.4％）
1（11.1％）

2.67
3.19
2.33

55
27
9

1.11
.92

1.00

7（12.7％）
0（ 0.0％）
4（44.4％）

10（18.2％）
4（14.8％）
1（11.1％）

38（69.1％）
23（85.2％）
4（44.4％）

3.65
4.00
2.89

55
27
9

1.00
.55

1.45
小　計 39（42.9％） 23（25.3％） 29（31.9％） 2.79 91 1.07 11（12.1％） 15（16.5％） 65（71.4％） 3.68 91 .99

合　計 86（47.0％） 49（26.8％） 48（26.2％） 2.66 183 1.08 27（14.8％） 40（21.9％）116（63.4％） 3.54 183 1.01
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の健康に関する保護者の要望を定期的に把握してい
る」（項目12）に対して，特別支援学校教員による
肯定の割合が高く，小・中学校教員においても過半
数が肯定意見を示した。一方で，分散分析の結果か
ら，群間の有意差が認められた（F （2, 171） = 4.35, 
p < .05）。多重比較によれば，特別支援学校教員（肢・
病）が，小・中学校教員よりも有意に高い得点であっ
た。
　自己評価に関する４項目については，主に小・中
学校教員と特別支援学校（肢・病）教員との間に有
意な得点の差がみられ，小・中学校教員の方が課題
を強く感じている傾向が明らかとなった。また，家
庭や校内の連携に対する肯定的な意見が多い一方
で，情報を得る機会は乏しく，知識への不安がみら
れた。小・中学校と特別支援学校の児童生徒の実態
はもちろんのこと，人的，物的な資源がやや異なる
ため，それぞれの学校の実態やニーズに応じたシス
テム作りが必要となる。ただし，一定の知識に裏付
けられた安全な医療的ケアの提供には，共通して学
校外の医療専門機関との連携が不可欠となる。榎本
ら（2012）による公立学校の養護教諭（n = 453）
の意識調査では，家庭との連携（93.5％）や学校内
の連携（92.8％）を「できている」と評価する割合
に比べて，医療機関との連携（53.6％）は低かった。
丸山・高田（2010）の調査（n = 150）でも，抗け
いれん坐薬を預かった小・中学校（59校）のなかで，
主治医や学校医からの指示があったのは16校（27％）
にすぎなかった。さらに，主治医や医療機関のサポー
トについて，対象者全体の７割程度（68％）が「ほ
とんどない」あるいは「全くない」と回答した。学
校が医療に関する一定の役割を果たす上で，学校内
での看護師等との連携はもちろんのこと，学校外の
医療機関とのスムーズな連携の仕組み作りをとくに
急がなければならない。

Ⅳ．おわりに
　ここまで，教員の意識調査を通して，学校におけ
る「医療的ケア」をめぐる問題の把握を試みた。主
な結果として，児童生徒の疾病の多様化や医療的
ニーズの高まりが認識される一方，新たな動向や情
報を知るための機会は十分ではなく，専門的な知識
の不足も感じられていた。また，「医療的ケア」を
提供する上での教員の役割が必ずしも明確ではな
く，「医療的ケア」を要する児童生徒が通常の学校
において学ぶことや，自らの関与に必ずしも積極的
ではなかった。とりわけ，小・中学校教員は特別支
援学校教員よりも大きな困難を感じており，新制度
への移行には改善すべき課題も多く残されている。

他方，校内の支援システムには一定の評価がみられ，
必要な研修に対する意欲は高い水準にあった。今後，
教員が円滑に果たしうる役割の範囲と限界を明らか
にするとともに，既存システムの利点と課題を踏ま
えた新たな仕組み作りが必要となる。ただし本調査
では，今後の課題を列挙するにとどまり，それらの
具体的な解決策を提示するには至っていない。ここ
で明らかになった課題を改善するための方策を改め
て追究しなければならない。
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